
資料５資料５ 

 
 国土交通行政の取組みの例について 

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 



 公共事業の実施過程の透明性を一層向上させるため、都道府県等への意見聴取の導入、第三者による事前
審査 充実 評価実施時期 短縮 計 階 事業評価 導 等 新 な 組 を実施

取組みの例取組みの例  ～国土交通省所管公共事業の事業評価の改善～～国土交通省所管公共事業の事業評価の改善～  

①事業の必要性や内容が検証可能となるよう評価の手法を改善

審査の充実、再評価実施時期の短縮、計画段階での事業評価の導入等の新たな取り組みを実施
※赤字が最近の改善事項 

【政策目標評価型事業評価の導入】 

・解決すべき課題の把握・原因分析

計画段階評価 

①事業の必要性や内容が検証可能となるよう評価の手法を改善 
 
②計画段階の事業評価を導入 

・解決すべき課題の把握・原因分析
・政策目標の明確化 
・代替案の比較、評価 

都道府県・政令市等 

意見 

第三者委員会 

国会審議へ資するための取り組み 

対応方針の決定 

Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 

都市計画や環境影響評価の手続

※平成２２年度においては、一部の直轄 
 事業について計画段階評価を試行 

 
 直轄事業等については、１月末までを目途に新規事業採択
時評価および再評価を実施し、評価結果を公表 

必要性の再検証、 
事業内容（詳細チ ック）

都市計画や環境影響評価の手続

新規事業採択時評価 

都道府県・政令市等 
意見 

再評価実施時期 短縮
 
 事業化後、１０年継続で１回目の再評価となっている規定を５
年継続に短縮にするほか、直轄事業等に関する実施サイクル
を５年から３年に短縮 

事業内容（詳細チェック）、 
Ｂ／Ｃ等の評価項目 

意見
第三者委員会 

再評価実施時期の短縮

 
従  前 改  定(H22.4.1)    

公共 

事業 

<直轄事業等、補助事業等> 

 5年未着工・10年継続・5年毎 

<直轄事業等> 

   3年未着工・5年継続・3年毎 

<補助事業等>

再評価 

必要性の再検証、 
コスト縮減の可能性、 
Ｂ／Ｃ等の評価項目 

都道府県・政令市等 
意見 

事業評価監視委員会 

事後評価 効果等の検証 

<補助事業等>

 5年未着工・5年継続・5年毎 

その他 
施設費 

 3年未着工・7年継続・3年毎  3年未着工・5年継続・3年毎 
１ 



取組みの例取組みの例    ～個別ダム検証の進め方等（案）について～～個別ダム検証の進め方等（案）について～  
～～  今後の治水対策のあり方に関する有識者会議（７月１３日開催）資料より抜粋～ 

２ 



取組みの例取組みの例    ～評価軸と評価の考え方（案）について～～評価軸と評価の考え方（案）について～    
～～  今後の治水対策のあり方に関する有識者会議（７月１３日開催）資料より抜粋～ 

３ 



取組みの例取組みの例  ～国際コンテナ戦略港湾・国際バルク港湾の選定～～国際コンテナ戦略港湾・国際バルク港湾の選定～  

国際コンテナ戦略港湾

～「国土交通省政策集～「国土交通省政策集20102010」をもとに作成」をもとに作成～ 

国際バルク戦略港湾

大型船舶の活用等により、対象品目を取り扱うアジアの主要
港湾と比べて遜色のない物流コスト・サービスを実現し、それ
により我が国の産業や国民生活に必要不可欠な資源、エネル
ギ 食糧等の物資を安定的かつ安価に供給する

 「民」の視点による戦略的経営を実現し、フィーダー網の抜
本的強化に向けた施策等を実施することで、アジア諸国を含
めた世界の成長を取り込み、我が国の成長に結び付けていく
ことで 世界各地との間に低コストでスピ ディかつ多頻度

国際コンテナ戦略港湾 国際バルク戦略港湾

ギー、食糧等の物資を安定的かつ安価に供給する。 

目標 

●２０１５年までに、国際バルク戦略港湾において、現在主力となって
いる輸送船舶の満載での入港に対応する。

ことで、世界各地との間に低コストでスピーディかつ多頻度、
確実な輸送ネットワークの構築を図る。 

●２０１５年までに 国際コンテナ戦略港湾において アジア向けも含む日

目標 

いる輸送船舶の満載での入港に対応する。
●２０２０年までに、国際バルク戦略港湾において、パナマ運河の拡張

や一括大量輸送による物流コスト削減を見据え登場する最大級の
輸送船舶の満載での入港に対応する。 

政策実現のための具体策 

●２０１５年までに、国際コンテナ戦略港湾において、アジア向けも含む日
本全体の日本発着貨物の釜山等東アジア主要港でのトランシップ率を
現行の半分に縮減し、アジア主要港並みのサービスを実現させる。 

●２０２０年までに、アジア発着貨物の国際コンテナ戦略港湾におけるトラ
ンシップを促進し、東アジア主要港として選択される港湾を目指す。 （22年度：国際バルク戦略港湾の選定 

23年度～：当該戦略港湾の機能強化を図る）

（１）輸入の効率化のための企業連携の促進 
  ・複数企業によるターミナルの一体化・共同利用 
  ・異なる企業間での輸送船舶の共同配船     
  ・小口荷主等への内航フィーダー輸送 
（２）大型船舶に対応した港湾機能の拠点的確保

（１）「民」の視点による戦略的経営を実現し、港湾コストの低減 
（２）フィ ダ 網の抜本的強化に向けた施策

政策実現のための具体策 
（22年度：国際コンテナ戦略港湾の選定 
 23年度～：当該戦略港湾の機能強化を図る） 

23年度～：当該戦略港湾の機能強化を図る）   

（２）大型船舶に対応した港湾機能の拠点的確保
  ・最大級の輸送船舶への対応 
  ・荷役機械、荷捌き施設、保管施設の大型化・高機能化支援 等 
（３）「民」の視点での効率的な運営体制の確立 
（４）船舶の運行効率改善のための制限の緩和等 

（２）フィーダー網の抜本的強化に向けた施策
（３）将来のコンテナ船大型化に対応した港湾機能強化 

検討状況 

  

平成２１年１２月 「国際コンテナ戦略港湾検討委員会」設置 
 
平成２２年 ２月  国際コンテナ戦略港湾の公募 
            ヒアリングなど実施

平成２１年１２月 「国際バルク戦略港湾検討委員会」設置 
 
平成２２年 ６月 国際バルク戦略港湾の公募

検討状況 

４ 

リ グな 実施
 
平成２２年 ８月  国際コンテナ戦略港湾の選定 
              ・ 阪神港（神戸港、大阪港） 

                ・京浜港（東京港、川崎港、横浜港）  

平成２２年 ６月  国際バルク戦略港湾の公募
            ヒアリングなど実施 
 
平成２２年末ころ  国際バルク戦略港湾の選定（予定） 



  ソウル、シンガポール、上海、天津、グレーター・ワシントンなど世界における成長著しい大都市圏は、国を挙げて競争力向上のため

取組みの例取組みの例    ～大都市圏戦略の策定～～大都市圏戦略の策定～  
～「国土交通省政策集～「国土交通省政策集20102010」をもとに作成」をもとに作成～ 

 国家としての大都市圏政策の基本戦略である「大都市圏戦略」の策定

の取組を推進している。これら世界の大都市圏との国際競争に勝ち抜くため、東京をはじめ我が国のポテンシャルの高さを世界に発信
可能な大都市について、国家戦略に基づき多様な機能が備わった都市拠点を形成すること等により、人、モノ、カネ、情報を呼び込む
アジアの拠点・イノベーションセンターとなることを目指す。  

 
国家としての大都市圏政策の基本戦略である「大都市圏戦略」の策定

【首都圏整備法に基づく現在の政策区域等】 
「大都市圏戦略」の策定・推進 

 
  三大都市圏においては、高度経済成長期に既成市街地への 

人口・産業の過度の集中を抑制する観点から市街地及び都市

近郊整備地帯 
無秩序な市街地化の防止のため、計画的に市
街地を整備し、あわせて緑地を保全 

都市開発区域 
既成市街地の産業・人口の集中緩和のた
め、工業都市、住宅都市等として整備 

○戦後の経済復興等を背景に、産 
 業・人口が急激に集中した既成 
 市街地周辺に、近郊整備地帯、 
 都市開発区域といった産業・人 

 人口 産業の過度の集中を抑制する観点から市街地及び都市
 圏を拡大してきたが、今後は、国際競争力強化に向けた業務 
 機能の効率的集積及び人口減少・少子高齢化に対応した郊外 
 市街地のコンパクト化へ向けた都市構造の再編へ向けて大き 
 く方向性を転換することが必要。  

 口の受け皿となる区域を、政策 
 区域として指定。 
○区域に応じ、土地利用規制、税 
 制上の特例措置等の施策を講じ、 
 既成市街地への集中抑制と周辺 

地域の計画的整備を図る成長管

 
 
 ・首都圏整備法等を抜本的に改正し、国家戦略的視点を重視 
  する「大都市圏戦略基本法（仮称）」とするとともに、首都圏整 
  備法等に基づき策定されていた首都圏整備計画等を廃止し、

既成市街地 地域の計画的整備を図る成長管 
 理型の政策。 

備法等 基 き策定されて た首都圏整備計画等を廃 し、
  国家戦略的な「大都市圏戦略」に一本化。 
 ・「大都市圏戦略基本法（仮称）」に基づき、国家としての大都 
  市圏政策の基本戦略（大都市圏戦略）を閣議決定。 
 ・「大都市圏戦略」においては、特に以下の点を重視。 

① 大都市圏の国際競争力を強化するため 創造的（クリエイ

既成市街地 
産業及び人口の過度の集中を防止 

・現行の成長管理型である首都圏整備法等を、国家戦略的視点を重  
視する「大都市圏戦略基本法（仮称）」に抜本改正   ① 大都市圏の国際競争力を強化するため、創造的（クリエイ

   ティブ）な人材や企業にとっての魅力を高め、人材や投資 
   を誘引する施策を戦略的に推進 
   ② 老朽化したインフラが大都市圏の成長の制約要因となら 
   ないよう、インフラの整備と維持更新を戦略的に推進 

（大都市圏 イ タ プ とし 役割）

視する「大都市圏戦略基本法（仮称）」に抜本改正。
・国家戦略としての「大都市圏戦略」を新たに策定するとともに、政策 
 区域については、左記の①～③の視点による施策を戦略的に推進 
 する区域に見直し。 

 22年度    ：  制度設計の検討、予算要求・税制改正要望、 
        次期通常国会に法案提出 
  23年度   ：  大都市圏戦略の策定 

   （大都市圏のインフラのマスタープランとしての役割）
    ③地球環境と生活環境に配慮した最先端の都市圏として、 
   広域的な緑地の保全・形成等を戦略的に推進 

５ 


